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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信信号を受信する通信手段と、
　前記通信手段により受信された受信信号の信号強度を測定する信号測定手段と、
　前記信号測定手段により測定された信号強度が所定値以下になった場合、前記通信手段
により受信される受信信号に対して時間・周波数変換を行うための周波数範囲を拡大する
よう制御する周波数制御手段と、
　前記周波数制御手段により設定された周波数範囲で時間・周波数変換を行う周波数変換
手段と、
　前記周波数変換手段により変換された周波数範囲内の受信信号の受信強度を測定する周
波数測定手段と、
　前記周波数測定手段により測定された信号のうち、予め定めた受信強度より高い信号の
周波数を用いた通信処理を実行するよう前記通信手段を制御する制御手段と、
　を備える通信装置。
【請求項２】
　時間・周波数変換は、ＦＦＴ（Fast Fourier Transform）またはＤＦＴ（Discrete Fou
rier Transform）とすることを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項３】
　前記通信手段により受信された受信信号を分配する分配手段をさらに備え、
　前記周波数制御手段は、
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　前記分配手段により分配されたそれぞれの受信信号に対して、予め定めた周波数帯域ご
とに分割し、前記それぞれの受信信号における各周波数帯域が隣接するよう制御するとと
もに、前記各周波数帯域を含むよう時間・周波数変換対象となる周波数範囲を拡大するよ
う制御し、
　前記周波数測定手段は、前記周波数制御手段により制御された各周波数帯域の信号の受
信強度を測定し、
　前記制御手段は、前記周波数測定手段により測定された信号のうち、予め定めた受信強
度より高い受信信号が他の周波数帯域で測定された場合、周波数帯域をまたいで当該受信
強度の強い信号を用いた通信処理を実行するよう前記通信手段を制御する
　ことを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項４】
　受信信号を受信する通信手段と、
　前記通信手段により受信された受信信号の信号強度を測定する信号測定手段と、
　前記信号測定手段により測定された信号強度が所定値以下になった場合、前記通信手段
により受信される受信信号に対して時間・周波数変換を行うための周波数範囲を可変に設
定するよう制御する周波数制御手段と、
　前記周波数制御手段により設定された周波数範囲で時間・周波数変換を行う周波数変換
手段と、
　前記周波数変換手段により変換された周波数範囲内の受信信号の受信強度を測定する周
波数測定手段と、
　前記周波数測定手段により測定された信号のうち、予め定めた受信強度より高い信号の
周波数を用いた通信処理を実行するよう前記通信手段を制御する制御手段と、
　前記通信手段により受信された受信信号を所定周波数帯域毎に分離するトリプレクサと
を備え、
　前記周波数制御手段は、前記トリプレクサにより分離された各周波数帯域において、時
間・周波数変換を行うための周波数範囲を可変に設定するよう制御し、
　前記周波数測定手段は、前記周波数制御手段により制御された各周波数帯域の信号の受
信強度を測定し、
　前記制御手段は、前記周波数測定手段により測定された信号のうち、予め定めた受信強
度より高い受信信号が他の周波数帯域で測定された場合、周波数帯域をまたいで当該受信
強度の強い信号を用いた通信処理を実行するよう前記通信手段を制御する
　ことを特徴とする通信装置。
【請求項５】
　受信信号を受信する通信ステップと、
　前記通信ステップにより受信された受信信号の信号強度を測定する信号測定ステップと
、
　前記信号測定ステップにより測定された信号強度が所定値以下になった場合、前記通信
ステップにより受信される受信信号に対して時間・周波数変換を行うための周波数範囲を
拡大するよう制御する周波数制御ステップと、
　前記周波数制御ステップにより設定された周波数範囲で時間・周波数変換を行う周波数
変換ステップと、
　前記周波数変換ステップにより変換された周波数範囲内の受信信号の受信強度を測定す
る周波数測定ステップと、
　前記周波数測定ステップにより測定された信号のうち、予め定めた受信強度より高い信
号の周波数を用いた通信処理を実行するよう制御する制御ステップと、
　を備える通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハンドオーバ処理などの通信を行うことができる通信装置および通信方法に
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関し、特に、ＦＦＴ（Fast Fourier Transform）演算などの時間・周波数変換を用いた通
信を行う通信装置および通信方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話などの移動通信用端末（ＭＢ）は、基地局（ｅＮＢ１）のサービス領域から他
の基地局（ｅＮＢ２）のサービス領域に移動する際、いわゆるハンドオーバ処理を行うこ
とにより基地局間の切り替えを行うことができる。このような移動通信端末は、ハンドオ
ーバ（ＨＯ）時に移動通信用端末の無線回路（ＲＦ）に内蔵されているＲＦシンセサイザ
を用いた周波数サーチにより通信可能な周波数チャネルを探すことにより他の基地局を探
索し、当該他の基地局に対して接続を行っている。
【特許文献１】特開平１１－２３４７２０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかし、上記従来技術を用いるには、以下に示すような問題があった。ｅＮＢ１との通
信を確保した状態では、ＲＦシンセサイザの周波数がｅＮＢ１の周波数に固定(ロック)さ
れているため、無線回路は周波数サーチを行うことができない。このため、無線回路は通
信が断となった時に初めて周波数サーチを行い、ｅＮＢ２の周波数と通信可能となった時
に初めてハンドオーバ(HO)することが可能となり、効率よくｅＮＢ２の周波数をサーチで
きない場合、通信が切断される。
【０００４】
　また、高い通信品質を確保しつつ移動したい場合についても、通信が断となって初めて
、周波数サーチを行うことができ、ハンドオーバが可能となるため、音声が途切れること
のなく、またデータがロスすることのない高い通信品質を確保することができない。
【０００５】
　さらに、上記の問題への対応のため、基地局と連携して、通信中にギャップをつくり、
事前に周波数サーチを行うモード（いわゆるコンプレスモード）が考えられている。しか
しながら、周波数サーチのタイミングと実際のハンドオーバのタイミングとが異なるため
、通信品質を確保しておくことは困難である。
【０００６】
　そこで本発明は、上記問題を解決し、ハンドオーバなどの周波数の切り替え処理を高速
かつ高品質に実現することができる通信装置および通信方法を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述の課題を解決するために、本発明の通信装置は、受信信号を受信する通信手段と、
前記通信手段により受信された受信信号の信号強度を測定する信号測定手段と、前記信号
測定手段により測定された信号強度が所定値以下になった場合、前記通信手段により受信
される受信信号に対して時間・周波数変換を行うための周波数範囲を拡大するよう制御す
る周波数制御手段と、前記周波数制御手段により設定された周波数範囲で時間・周波数変
換を行う周波数変換手段と、前記周波数変換手段により変換された周波数範囲内の受信信
号の受信強度を測定する周波数測定手段と、前記周波数測定手段により測定された信号の
うち、予め定めた受信強度より高い信号の周波数を用いて接続処理を実行するよう前記通
信手段を制御する制御手段と、を備えている。
【０００８】
　また、本発明の通信方法は、受信信号を受信する通信ステップと、前記通信ステップに
より受信された受信信号の信号強度を測定する信号測定ステップと、前記信号測定ステッ
プにより測定された信号強度が所定値以下になった場合、前記通信ステップにより受信さ
れる受信信号に対して時間・周波数変換を行うための周波数範囲を拡大するよう制御する
周波数制御ステップと、前記周波数制御ステップにより設定された周波数範囲で時間・周
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波数変換を行う周波数変換ステップと、前記周波数変換ステップにより変換された周波数
範囲内の受信信号の受信強度を測定する周波数測定ステップと、前記周波数測定ステップ
により測定された信号のうち、予め定めた受信強度より高い信号の周波数を用いた通信処
理を実行するよう制御する制御ステップと、を備えている。
【０００９】
　この発明によれば、受信された受信信号が所定値以下になった場合、受信される受信信
号に対して時間・周波数変換を行うための周波数範囲を拡大に設定するよう制御し、設定
された周波数範囲で時間・周波数変換を行い、時間・周波数変換された周波数範囲内の受
信信号の受信強度を測定し、測定された信号のうち、予め定めた受信強度より高い信号の
周波数を用いて接続処理を実行する。これにより、シンセサイザの周波数が固定されてい
ても、他の受信強度の高い周波数信号を測定して検出することができる。よって、ハンド
オーバなどの切り換え処理における周波数サーチ時間をほぼ０にすることができ、その切
り換え処理を円滑に行い、高速・高品質の通信処理を行うことができる。
【００１０】
　また、本発明の通信装置における時間・周波数変換は、ＦＦＴ（Fast Fourier Transfo
rm）またはＤＦＴ（Discrete Fourier Transform）とすることが好ましい。
【００１１】
　また、本発明の通信装置は、通信手段により受信された受信信号を複数の受信信号に分
配する分配手段をさらに備え、前記周波数制御手段は、前記分配手段により分配されたそ
れぞれの受信信号に対して、予め定めた周波数帯域ごとに分割し、前記それぞれの受信信
号における各周波数帯域が隣接するよう制御するとともに、前記各周波数帯域を含むよう
時間・周波数変換対象となる周波数範囲を可変に設定するよう制御し、前記周波数測定手
段は、前記周波数制御手段により制御された各周波数帯域の信号の受信強度を測定し、前
記制御手段は、前記周波数測定手段により測定された信号のうち、予め定めた受信強度よ
り高い受信信号が他の周波数帯域で測定された場合、周波数帯域をまたいで当該受信強度
の強い信号を用いて接続処理を実行することができる。
【００１２】
　この発明によれば、受信された受信信号を複数の受信信号に分配し、分配されたそれぞ
れの受信信号に対して、予め定めた周波数帯域ごとに分割し、それぞれの受信信号におけ
る各周波数帯域が隣接するよう制御するとともに、各周波数帯域を含むよう時間・周波数
変換対象となる周波数範囲を可変に設定するよう制御し、制御された各周波数帯域の信号
の受信強度を測定する。そして、測定された信号のうち、予め定めた受信強度より高い受
信信号が他の周波数帯域で測定された場合、周波数帯域をまたいで当該受信強度の強い信
号を用いて接続処理を実行する。これにより、マルチバンドに対応した通信装置において
、ハンドオーバ処理などの切り換え処理を円滑に行うことができ、高速・高品質の通信処
理を行うことができる。
【００１３】
　また、本発明の通信装置は、前記通信手段により受信された受信信号を所定周波数帯域
毎に分離するトリプレクサをさらに備え、前記周波数制御手段は、前記トリプレクサによ
り分離された各周波数帯域において、時間・周波数変換を行うための周波数範囲を拡大す
るよう制御し、前記周波数測定手段は、前記周波数制御手段により制御された各周波数帯
域の信号の受信強度を測定し、前記制御手段は、前記周波数測定手段により測定された信
号のうち、予め定めた受信強度より高い受信信号が他の周波数帯域で測定された場合、周
波数帯域をまたいで当該受信強度の強い信号を用いた通信処理を実行するよう前記通信手
段を制御することが好ましい。
【００１４】
　この発明によれば、受信した信号を各周波数帯域で調整されたトリプレクサとすること
で、その構成を簡易なものとすることができる。
【発明の効果】
【００１５】
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　本発明は、周波数サーチ時間をほぼ０に削減することが可能になり、通信を切断するこ
となく他の周波数に切り替えることができ、例えばハンドオーバを円滑かつ高速・高品質
で切り替えることができ、通信品質の向上を可能とする。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明のＦＦＴスペクトラムによる周波数サーチ方法について図面を参照して説明する
。なお、可能な場合には、同一の部分には同一の符号を付して、重複する説明を省略する
。
【００１７】
　まず、本実施形態の移動通信用端末１０１の概略について説明する。図１は、移動通信
用端末１０１の概略機能を示すブロック図である。この移動通信用端末１０１は、送受信
アンテナ１、通信処理部１０２、データ処理部１０３、および通信制御部１０４（周波数
制御手段）を含んで構成されている。さらに、通信処理部１０２は、通信部１０２ａ（通
信手段）、周波数変換部１０２ｂ（周波数変換手段）、および周波数測定部１０２ｃ（周
波数測定手段）を含んで構成されている。また、通信制御部１０４は、電力測定部１０５
（信号測定手段）、ＨＯ制御部１０６（制御手段）およびパラメータ指定部１０７を含ん
で構成されている。以下、各構成について説明する。
【００１８】
　通信部１０２ａは、情報を処理する無線（ＲＦ）回路およびベースバンド（ＢＢ）回路
を有する部分であって、送受信アテンナ１を介して受信した受信信号または送信する送信
信号に対してＲＦ処理およびベースバンド処理を行う部分である。
【００１９】
　また、周波数変換部１０２ｂは、ＦＦＴなど時間・周波数変換を行う部分である。この
周波数変換部１０２ｂは、パラメータ指定部１０７により指定されたパラメータに基づい
て時間・周波数変換における範囲を可変設定し、例えば拡大し、周波数変換を行う。なお
、周波数変換部１０２ｂは、電力測定部１０５により測定された受信電力が所定値以下に
なった場合には、電力測定部１０５からその旨の出力を受け、演算パラメータを受け取り
、その演算パラメータに基づいて演算範囲を拡大するよう制御する部分である。
【００２０】
　周波数測定部１０２ｃは、周波数変換部１０２ｂにより変換された結果から、通信部１
０２ａが現に受信している受信信号より受信強度が高い周波数の受信信号を測定して検出
する部分である。
【００２１】
　以上の周波数変換部１０２ａ～周波数測定部１０２ｃの詳細構成については後述する。
【００２２】
　データ処理部１０３は、通信処理部１０２により処理されて得られたＢＢ信号を音声ま
たはデータに変換する部分である。
【００２３】
　通信制御部１０４は、少なくとも電力測定部１０５、ＨＯ制御部１０６およびパラメー
タ指定部１０７を備えており、通信を行うための各種制御を行う部分である。
【００２４】
　電力測定部１０５は、通信処理部１０２により処理された信号の受信電力を測定する部
分である。また、電力測定部１０５は、通信品質を監視するために受信電力を測定し、そ
の強度に応じて送信電力の制御などを行うため、送信系回路２０２に対してその情報を通
知するようにしてもよい。また、この電力測定部１０５は、測定した受信電力が所定値以
下に低下した場合には、通信処理部１０２およびパラメータ指定部１０７に対して別の基
地局からの周波数をサーチするよう指示を出力するとともに、周波数範囲を拡大した状態
でサーチした周波数の信号を発する基地局に対してＨＯ制御部１０６によるハンドオーバ
処理を実行するよう、ＨＯ制御部１０６にその旨の指示を出力する。なお、電力測定部１
０５に代えて、受信信号の受信品質を測定する、たとえばＳ／Ｎを測定するＳ／Ｎ測定手
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段を用いてもよい。
【００２５】
　ＨＯ制御部１０６は、ハンドオーバのための各種制御を行う部分であり、例えば、一の
基地局から他の基地局に通信接続を切り換えるための切り換え制御を行う部分である。Ｈ
Ｏ制御部１０６は、電力測定部１０５からハンドオーバ処理の指示を受けると、通信処理
部１０２においてサーチした周波数の信号を発する基地局に対してハンドオーバ処理を実
行する。
【００２６】
　また、パラメータ指定部１０７は、電力測定部１０５において測定された受信電力が所
定値以下である場合、周波数変換部１０２ｂのＦＦＴなどの周波数変換処理で使用される
演算パラメータ（指定周波数、ＦＦＴサイズなど）を指定する部分である。パラメータ指
定部１０７は、電力測定部１０５により測定された受信電力が所定値以下に低下したと判
断された場合には、その演算範囲を拡大するようその演算パラメータを決定し、その演算
パラメータを周波数変換部１０２ｂに指定する。
【００２７】
　なお、説明の便宜上、通信処理部１０２と通信制御部１０４とは分けて記載しているが
、通信制御部１０４の機能は通信処理に含まれる場合もある。
【００２８】
　つぎに、本実施形態に係るＦＦＴスペクトラムによる周波数サーチ方法を実現するため
の受信系回路２０１について説明する。図２は、通信処理部１０２の詳細回路を示すブロ
ック構成図であり、特に受信系回路２０１の構成例を示している。この図２におけるブロ
ック構成図は、図１の送受信アンテナ１および通信処理部１０２を抜き出したものである
。図２に示すとおり、通信処理部１０２は、送受信共用機２、受信系回路２０１、および
送信系回路２０２を含んで構成されている。さらに受信系回路２０１は、通信部１０２ａ
として機能する、低雑音増幅器３、帯域制限フィルタ（ＢＰＦ）４、ＲＦシンセサイザ５
、およびＡ／Ｄ変換器６と、周波数変換部１０２ｂおよび周波数測定部１０２ｃとして機
能する復調器（ＤＥＭ）７とを含んで構成されている。
【００２９】
　送受信共用機２は、サーキュレータ、デュープレクサあるいはダイプレクサなどであっ
て、送受信アンテナ１を介して受信された受信信号を受信系回路２０１に出力し、また送
信系回路２０２から出力された送信信号を送受信アンテナ１に出力する部分である。低雑
音増幅器（ＡＭＰ）３は、受信信号を増幅する部分である。
【００３０】
　帯域制限フィルタ（ＢＰＦ）４は、受信信号における所望の周波数帯域以外の周波数部
分を除去する部分であり、当該所望の周波数帯域からなる信号のみを取り出す部分である
。
【００３１】
　ＲＦシンセサイザ５は、発信回路であり、所定周波数の発信信号を発信する部分であり
、乗算器５１は、ＲＦシンセサイザ５から出力された信号を用いておよびＢＰＦ４から出
力された受信信号をダウンコンバートする部分である。Ａ／Ｄ変換器６は、アナログ信号
からディジタル信号に変換する部分である。
【００３２】
　復調器（ＤＥＭ）７は、変換されたディジタル信号を復調することにより、音声または
データを取り出す部分である。本実施形態において、後述するとおり復調器７は、周波数
変換部１０２ｂとしての機能を有するＦＦＴ演算器８および周波数測定部１０２ｃとして
の機能を有する検出回路９を備えており、ＦＦＴ演算器８はＦＦＴ演算結果としてその範
囲を拡大した演算結果を出力し、検出回路９はＦＦＴ演算器８から出力された演算結果に
基づいて他の周波数のサーチを可能とする。
【００３３】
　つぎに、本実施形態に係るＦＦＴスペクトラムによる周波数サーチ方法を実現するため
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の復調器７の詳細構成について説明する。図３は、復調器（ＤＥＭ）７の内部構成の概略
を示すブロック図である。図３に示すとおり、復調器７は、ＦＦＴ演算器８（周波数変換
手段）、検出回路９（周波数測定手段）、およびＤｅ－ｍａｐｐｉｎｇ部１０を備えてい
る。なお、図３に示すブロック図は復調器７の一部を示すものである。
【００３４】
　ＦＦＴ演算器８は、ＲＦシンセサイザ５によりダウンコンバートされた受信信号を、フ
ーリエ変換する部分である。このＦＦＴ演算により算出される範囲は、通常、通信を行っ
ている帯域幅相当の範囲である。例えば、ＦＦＴ演算器８は、５ＭＨｚの帯域幅を有する
信号の場合には５ＭＨｚ＋数百ｋＨｚ程度の範囲についてＦＦＴ演算を行う。ここで、Ｆ
ＦＴ演算器８は、電力測定部１０５により測定された受信電力が所定値以下に低下してＨ
Ｏ制御部１０６によるハンドオーバ処理を行う場合には、ＢＰＦ４によりフィルタリング
された周波数範囲を限度に、周波数サーチするためにＦＦＴ演算により算出される範囲を
一時的に広げる処理を行う。例えば、使用する周波数の全チャネルが２０ＭＨｚの範囲を
持つとした場合には、この全チャネル分あるいはある特定のチャネル分に広げてＦＦＴ演
算を行いその演算結果を算出する。この拡大処理は、パラメータ指定部１０７により指定
された演算パラメータ（指定周波数、ＦＦＴサイズなど）の変更により行われる。
【００３５】
　検出回路９は、このＦＦＴ演算器８により演算された演算結果に基づいて周波数スペク
トラムを所定の周波数帯域あるいはある特定の周波数間隔で信号を測定し、その測定した
信号に対して現在通信中の信号との比較を行い、現在通信中の信号より信号強度の高い周
波数（チャンネル）を検出する部分である。
【００３６】
　Ｄｅ－ｍａｐｐｉｎｇ部１０は、ＦＦＴ演算器８から出力された信号を逆量子化し復調
する部分である。
【００３７】
　このように、ＦＦＴ演算器８が予め定めた範囲より拡大した範囲に対してＦＦＴ演算を
行い、拡大された範囲のＦＦＴ演算結果を得て、その範囲内で一番高い信号強度を有する
周波数を検出することができる。
【００３８】
　つぎに、本実施形態に係るＦＦＴスペクトラムによる周波数サーチ方法を実行する移動
通信用端末１０１の動作フローについて説明する。図４は、移動通信用端末１０１の処理
を示すフローチャートである。この図においては、一のタイミングで取得した信号におけ
る周波数帯域内で高強度の信号を検出するものであることから時間的遷移はないものとし
ている。
【００３９】
　電力測定部１０５により測定された（Ｓ３０１）受信電力が、予め設定された閾値を下
回ると判断された場合（Ｓ３０２：ＹＥＳ）、周波数変換部１０２ｂ（ＦＦＴ演算器８）
によりそのＦＦＴ演算の周波数範囲は全チャネル範囲に拡大され、ＦＦＴ演算が行われる
（Ｓ３０３）。
【００４０】
　そして、その拡大された範囲でＦＦＴ演算されて得られた周波数スペクトラムのうち周
波数測定部１０２ｃ（検出回路９）により所定周波数毎に信号強度が測定され、その信号
強度の比較が行われる（Ｓ３０４）。なお、この検出する周波数間隔を離散的に設定する
ことも可能である。
【００４１】
　周波数測定部１０２ｃ（検出回路９）により測定された信号強度が現在通信中の信号強
度と比較し、通信中の信号強度より高い信号の周波数が測定された場合には（Ｓ３０５：
ＹＥＳ）、その測定された周波数を用いてＨＯ制御部１０６によるハンドオーバ制御が行
われる（Ｓ３０６）。なお、ハンドオーバ制御するタイミングは、回線断となった時に設
定してもよい。
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【００４２】
　また、通信中の信号強度より高い信号の周波数を測定できなかった場合には（Ｓ３０５
：ＮＯ）、Ｓ３０１に戻り、繰り返す。この時、繰り返す時間間隔を一定あるいは不定に
設定してもよい。また、受信電力の低下が回復した場合には、処理を終了する（Ｓ３０２
：ＮＯ）。また、ここでは動作処理の一例として受信電力の低下をトリガとした動作につ
いて記載したが、Ｓ３０１およびＳ３０２は必ずしも必要ではなく、また、移動しつつ高
い通信品質を確保する場合にも有効であることからハンドーバ処理に限定するものもない
。
【００４３】
　この動作中のＦＦＴ演算後の周波数スペクトラムの例について説明する。図５は、１つ
の周波数帯域幅の受信信号を受信してＦＦＴ演算した後の周波数スペクトラム例を示す説
明図である。図５によると、帯域幅１１により広い範囲であるＦＦＴ演算範囲１２で示さ
れる範囲の信号に対して周波数変換部１０２ｂ（ＦＦＴ演算器８）によりＦＦＴ処理が行
われたことを示す。この帯域幅１１に含まれている周波数は、周波数チャネル１３を示し
ており、通信処理部１０２は、この周波数チャネル１３を用いて通信処理を行っている。
【００４４】
　つぎに、図６は、ＦＦＴ演算の周波数範囲を全周波数帯域（全チャネル）に広げた場合
におけるＦＦＴ演算後の周波数スペクトラム例を示す説明図である。この場合、通常のＦ
ＦＴ演算範囲１２を拡大したＦＦＴ演算範囲１２ａで示される範囲の周波数に対してＦＦ
Ｔ演算器８によりＦＦＴ処理が行われたことを示す。ここで、上述と同様に通信処理部１
０２は、この周波数チャネル１４を用いて通信処理を行っている。なお、拡大するＦＦＴ
演算の周波数範囲は全周波数帯域に限らない。図５に示すように、通常の通信時には帯域
幅１１より少し広い範囲でＦＦＴ演算を行っているが、図６に示すように、周波数サーチ
を行う場合にはＦＦＴ範囲を周波数チャネル１４まで広げていることが分かる。この時の
信号強度の比較を周波数測定部１０２ｃ（検出回路９）で行い、周波数サーチを行う。
【００４５】
　ハンドオーバ時にＦＦＴ演算範囲を拡大する方法は、分配器を用いたマルチバンド構成
の場合にも用いることが可能である。この場合の回路構成例を図７に示す。図７は、マル
チバンド対応の移動通信用端末１０１における通信処理部１０２ｘの構成を示すブロック
図である。移動通信用端末１０１は、送受信アンテナ１ａ、分配器１５（分配手段）、低
雑音増幅器３ａ－３ｃ、ＢＰＦ４ａ－４ｃ、ＲＦシンセサイザ５ａ、乗算器５１ａ－５１
ｃ、Ａ／Ｄ変換器６ａ－６ｃ、復調器７ａおよび周波数シフタ１６ａ・１６ｂを含んで構
成されている。
【００４６】
　分配器１５は、送受信アンテナ１ａを介して受信した信号を分配する部分であり、本実
施形態では、出力ａを第１の周波数バンドの受信系、出力ｂを第２の周波数バンドの受信
系、出力ｃを第３の周波数バンドの受信系としたものとして信号を分配する。
【００４７】
　低雑音増幅器（ＬＮＡ）３ａ－３ｃは、分配器１５によりそれぞれ分配された受信信号
を増幅する部分である。
【００４８】
　帯域制限フィルタ（ＢＰＦ）４ａ－４ｃは、受信信号における所望の周波数帯域以外の
周波数部分を削除する部分であり、当該所望の周波数帯域のみを取り出す部分である。
【００４９】
　ＲＦシンセサイザ５ａは、発信回路であり、所定周波数の発信信号を発信する部分であ
り、乗算器５１ａは、ＲＦシンセサイザ５ａから出力された信号を用いておよびＢＰＦ４
から出力された受信信号をダウンコンバートする部分である。また、乗算器５１ｂ、５１
ｃは、ＲＦシンセサイザ５ａから出力された発信信号に対して周波数シフタ１６ｂおよび
１６ｃにより所望の周波数帯域（周波数バンド）にシフトされた周波数を用いてＢＰＦ４
ｂおよび４ｃから出力された受信信号をダウンコンバートする部分である。なお、周波数
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シフタ１６によるシフト量は、それぞれの周波数帯域が隣接するように調整される。具体
的には、図８に示すように、周波数シフタ１６ｂおよび１６ｃは、ダウンコンバートされ
る周波数が周波数バンドＡ（出力ａに相当）、周波数バンドＢ（出力ｂに相当）および周
波数バンドＣ（出力ｃに相当）で使用するチャンネル帯域幅毎にずらして配置されるよう
に、周波数シフト処理を行う。
【００５０】
　Ａ／Ｄ変換器６ａ－６ｃは、アナログ信号からディジタル信号に変換する部分である。
【００５１】
　復調器（ＤＥＭ）７ａは、変換されたディジタル信号を復調することにより、音声また
はデータを取り出す部分である。
【００５２】
　このように構成される移動通信用端末およびその移動通信用端末に備えられている通信
処理部１０２ｘは、周波数バンドＡ、周波数バンドＢおよび周波数バンドＣを含む全ての
信号の周波数帯域を一括でＦＦＴ演算し、この時の信号強度の比較を検出回路９で行うこ
とができる。これにより、マルチバンドにおける周波数サーチの実現を可能とする。例え
ば、周波数バンドＡで通信中に、周波数バンドＣ内に所定値より高い信号強度が検出され
た場合には、移動通信用端末１０１（ＨＯ制御部１０６）は周波数バンドＡから周波数バ
ンドＣに切り換えることも可能となる。これにより、異なるバンド間の高速かつ高品質な
ハンドオーバが実現可能となる。
【００５３】
　また、ここでは周波数を分配するために分配器を使用した場合について説明したが、分
配器にかえて、各周波数帯域用に調整したトリプレクサを適用することもできる。例えば
、トリプレクサを用いた場合には、トリプレクサで分割された各周波数帯域において復調
器７ａ（ＦＦＴ演算器）は、そのＦＦＴ演算範囲を拡大し、復調器７ａ（検出回路）は現
に通信している受信信号より高い受信強度を有する受信信号を測定する。そして、復調器
７ａ（検出回路）は、測定された信号のうち、予め定めた受信強度より高い受信信号を他
の周波数帯域で測定した場合、ＨＯ制御部１０６は、周波数帯域をまたいで当該受信強度
の強い信号を用いた通信処理を実行するよう通信処理部１０２を制御する。
【００５４】
　つぎにこのように構成された移動通信用端末１０１およびマルチバンドに対応した移動
通信用端末１０１の作用効果について説明する。本実施形態の移動通信用端末１０１は、
通信処理部１０２で受信された受信信号が所定値以下になったと電力測定部１０５におい
て判断された場合、通信処理部１０２内の周波数変換部１０２ｂ（ＦＦＴ演算器８）は、
受信される受信信号に対して時間・周波数変換（例えば、ＦＦＴまたはＤＦＴ）を行うた
めの周波数範囲を拡大してＦＦＴ演算を行う。ここでは、例えばＦＦＴパラメータの設定
を変更することにより実現する。また、周波数範囲の拡大のみならず他の状態に応用する
ことも可能である。
【００５５】
　そして、通信処理部１０２内の周波数測定部１０２ｃ（検出回路９）は、拡大された周
波数範囲内の受信信号の受信強度を測定し、測定された信号のうち、予め定めた受信強度
より高い信号の周波数を検出する。通信制御部１０４においては、検出した周波数の信号
を用いた通信処理を実行する。本実施形態では例えば、ＨＯ制御部１０６によりハンドオ
ーバ制御を行い、基地局の切り替えを行うことができる。これにより、ＲＦシンセサイザ
５により周波数が固定されていても、他の高い周波数信号を測定して検出することができ
る。よって、ハンドオーバ処理などの切り換え処理を円滑に行うことができ、高速・高品
質の通信処理を行うことができる。
【００５６】
　また、本実施形態のマルチバンドに対応した移動通信用端末１０１よれば、分配器７は
受信された受信信号を複数の受信信号に分配する。そして、通信処理部１０２においては
分配されたそれぞれの受信信号に対して、予め定めた周波数帯域ごとに分割し、それぞれ
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５ａから出力された発信信号を周波数シフタ１６ｂ、１６ｃを用いてシフト処理し、ＦＦ
Ｔ演算器８に入力される受信信号の周波数帯域をずらす制御を行う。つまり、各周波数帯
域が互いに隣接するように周波数シフタ１６ｂ、１６ｃが動作することになる。
【００５７】
　そして、周波数変換部１０２ｂ（ＦＦＴ演算器８）は、各周波数帯域を含むよう時間・
周波数変換対象となる周波数範囲を可変に設定するよう、例えば演算対象となる周波数範
囲を拡大し、周波数測定部１０２ｃ（検出回路９）は拡大された各周波数帯域の信号の受
信強度を測定する。そして、周波数測定部１０２ｃ（検出回路９）により測定された信号
のうち、予め定めた受信強度より高い受信信号が他の周波数帯域で測定されて検出された
場合、ＨＯ制御部１０６は周波数帯域をまたいで当該受信強度の強い信号を用いてハンド
オーバ処理を実行する。これにより、マルチバンドに対応した移動通信用端末において、
ハンドオーバ処理などの切り換え処理を円滑に行うことができ、高速・高品質の通信処理
を行うことができる。
【００５８】
　また、分配器１５にかえて、受信信号を所定周波数帯域毎に分離するトリプレクサを用
いてもよい。その場合、その構成が簡易なものとなる。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】移動通信用端末１０１の概略構成を示すブロック図である。
【図２】通信処理部１０２の詳細回路を示すブロック図である。
【図３】復調器（ＤＥＭ）７の内部構成を示すブロック図である。
【図４】移動通信用端末１０１の処理を示すフローチャートである。
【図５】ＦＦＴ演算した後の周波数スペクトラム例を示す説明図である。
【図６】ＦＦＴ演算の周波数範囲を全周波数帯域に広げた場合におけるＦＦＴ演算後の周
波数スペクトラム例を示す説明図である。
【図７】マルチバンド対応の移動通信用端末１０１における通信処理部１０２ｘの構成を
示すブロック図である。
【図８】マルチバンド対応時のＡ／Ｄ変換後の周波数配置を示す説明図である。
【符号の説明】
【００６０】
　１、１ａ…送受信アンテナ、３、３ａ…低雑音増幅器、５、５ａ…ＲＦシンセサイザ、
６、６ａ…Ａ／Ｄ変換器、７、７ａ…復調器、８…ＦＦＴ演算器、９…検出回路、１０…
Ｄｅ－Ｍａｐｐｉｎｇ部、１５…分配器、１６ａ、１６ｂ…周波数シフタ、５１、５１ａ
、５１ｂ…乗算器、１０１…移動通信用端末、１０２、１０２ｘ…通信処理部、１０３…
データ処理部、１０４…通信制御部、１０５…電力測定部、１０６…ＨＯ制御部、２０１
…受信系回路、２０２…送信系回路。
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【図７】 【図８】
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